	２．専攻種別と申請対象者


群馬建築士会の正会員で建築士免許取得後、表２に示す専攻領域別の実務経歴年数と実務実績（責任ある立場での実績）とCPD単位登録のある建築士が対象となります。但し、３年間の経過措置期間の必要CPD単位は６．を参照してください

表２　　専攻領域別必要実務年数とCPD単位数申請要件

	専攻領域
	対象建築士資格等
	必要実務

経歴年数
	実務実

績件数
	必要CPD

単位 ※1
	限定表示
	実務実績･実績に代えることのできる協定団体の資格

	まちづくり
	１級･２級･木造建築士
	５年
	３件以上
	２５０
	
	

	設 計
	１級･２級･木造建築士
	５年
	３件以上
	２５０
	
	・APECアーキテクト

	構 造
	１級建築士
	５年
	３件以上
	２５０
	
	・APECエンジニア(構造)    ※6

・日本建築構造技術者協会

「建築構造士」　※6

	環境設備
	１級建築士
	５年
	※2
	３件以上
	２５０
	・空調設備

・給排水衛生設備

・電気設備

いづれか表示･複数可>
	・建築設備技術者協会

「JABMEEシニア」　※6

	
	２級・木造＋建築設備士
	
	
	
	
	
	

	生 産
	１級建築士
	３年
	※3
	３件以上
	１５０
	・建築施工管理

・設備施工管理

・積算　　　・診断･改修
・工事監理
	・日本建築積算協会

「建築積算資格者」　※6

・ストック３団体「５資格」

	
	２級･木造建築士
	６年
	
	
	２５０
	
	

	棟 梁
	１級建築士
	５年
	※4
	３件以上
	２５０
	
	・日本伝統建築技術保存会正会員

・日本伝統建築技能者　　　　※6

	
	２級･木造建築士
	８年
	
	
	
	
	

	法 令
	１級建築士　※5
	３年
	３件以上
	１５０
	
	・建築基準適合判定資格者　※6

	教育研究
	１級･２級･木造建築士
	５年
	３件以上
	２５０
	
	


※1　制度導入時の経過措置期間は除く。

※2　実務経歴年数は「建築士」か「建築設備士」のどちらか早い取得から数える。

※3　実務経歴年数は「建築士」か「一級建築施工管理技士・一級電気工事施工管理技士・一級管工事施工管理技士」何れか早い取得から数える。

※4　実務経歴年数は「建築士」か「一級建築施工管理技士」のどちらか早い取得から数える。

※5　２級･木造建築士の場合、建築基準適合判定資格者に限る。

※6　協定団体等の資格保有の場合でも、建築士免許取得後の期間は各々の領域で要求される領域別年数を必要とする。

・様々な理由で建築士試験の合格に時間がかかった人達への配慮として、実努経歴年数の緩和規定を設けている。建築士免許取得に際し受験

資格の法定年数を超えた実務経歴を持つ者は、２年まで「専攻建築士の実務経歴年数」に加えることができる。
	３．限定表示


限定表示とは、専攻領域を補完するものであり、専攻領域の中で専門分化が既に実体化し、社会的評価の定まった分野を、特定分野として限定的に表示するものです。当面は、環境設備専攻領域及び生産専攻領域で限定表示を行います。また、一限定表示当たり３件以上の責任ある立場での実務実績が必要です。限定表示の複数申請はそれぞれの審査要件を満たせば可能です。

表３　　限定表示

	環境設備
	生産
	備考　(生産専攻で※１・※２の限定表示の場合、下記資格が必要)

	空気調和設備

給排水衛生設備

電気設備

※必ずいづれかの表示が必要。但し、複数表示も可。
	建築施工管理

設備施工管理

積算 　　　   ※１の資格が必要

診断･改修   ※２の資格が必要

工事監理
	※１: 建築積算資格者(日本建築積算協会)　　　　を持つ建築士

※２: 特殊建築物等調査資格者(日本建築防災協会)

　    建築設備検査資格者(日本建築設備･昇降機センター)

　　　 建築仕上診断技術者(建築･設備維持保全推進協会:BELCA)

　　　 建築設備診断技術者(BELCA)

　　　 建築･設備総合管理技術者(BELCA)　　　 を持つ建築士


	４．専門分野表示


専門分野表示は、消費者から見て｢表示があったほうがわかりやすい｣という視点から設けることを原則としています。専門分野表示は、業務内容を狭める側面もあるので、全ての者が専門分野表示をする必要はありません。専門分野表示は、｢得意分野｣を表示するもので、審査は一分野３件以上の実績で審査します。専門分野表示の数は、一専攻領域当たり3件までとしています。表４は、現在連合会の認定評議会で認められているもので、本年度はこの表を原則に運用します。表以外の専門分野表示は、当面は申請された事例を｢審査評議会｣・「認定　　評議会」で審査して決め、その都度追加される予定です。

表４　専門分野表示

	まちづくり
	都市デザイン、景観計画、都市計画、再開発、区画整理、ユニバーサルデザイン、防災まちづくり、まちづくりコーディネーター、　　まちづくりアドバイザー、街並み保存・修景、まちづくり行政
まちづくり行政、ユニバーサルデザイン

	設　計
	戸建住宅、集合住宅、医療施設、福祉施設、教育施設、生産施設、商業施設、業務施設、文化施設、宗教施設、鉄道施設、　　　　宿泊施設、物流施設、スポーツ施設、漁業関連施設、社寺建築、数寄屋造、伝統建築保護修復、ランドスケープ、ファシリティマネージメント(FM)、プロジェクトマネージメント(PM)､コンストラクションマネージメント(CM)、積算、リフォーム、診断・改修
プロジェクトマネージメント(PM)､コンストラクションマネージメント(CM)､積算、リフォーム、診断･改修

	構　造
	耐震診断･補強

	環境設備
	省エネルギー､情報システム

	生　産
	戸建住宅､集合住宅､維持管理､リフォーム、アスベスト診断・改修、プレカット（以上表３の限定表示に対応する）、　　　　　　　　　　　コンストラクションマネージメント(CM)、鉄骨工作図､確認申請代行、鑑定書等作成（限定表示に対応せず）

	棟　梁
	社寺仏閣建築､数寄屋造､伝統型木造住宅､古民家診断・改修・再生等

	法　令
	建築確認･検査、性能評価、保証検査、建築紛争調停、建築相談、鑑定書作成等、特定行政庁等業務、

	教育研究
	設計、構造、環境設備、材料･施工、福祉工学、建築計画、都市計画、建築史


	５．専攻建築士の審査基準

	責任ある立場での実務実績

	a.比較的小規模の業務について､企画､計画･設計･監理､調整､施工管理

などの大半を行った実績。 

	b.比較的大きな業務の一部を担当して業務全体を理解した上で関連部署との調整やチームの指導等を行った実績。

	c.複雑な条件下の業務､新しい考え方が求められる業務あるいは複数の領域にまたがる業務を主導的又はそれらを総括する立場で行った実績。


専攻建築士になるための要件は、　　　　　　　

1 「CPDを実施」すること

2 「建築士資格取得後の専攻領域の実務経歴

年数」が表２の年数以上あること。

③ 「当該領域の責任ある立場での実務実績」

が３件以上あること。

以上の３要件を満たす建築士を、群馬建築士会に設ける「専攻建築士審査評議会」で審査し、連合会の「専攻建築士認定評議会」で承認することで「専攻建築士」として認定･登録されます。　
	６．制度開始から３年間の経過措置及び申請から登録までの流れ


専攻建築士になるための各専攻領域別に必要なCPD単位は、表２に示す通りですが、制度の導入期に当たり、各士会の制度実施を開始年として３ヵ年の経過措置を設けています。当士会は平成１８年度が開始１年目です。

1 CPD要件」の緩和：申請時(締切時)までに「建築士免許取得後１５年を超える実務実績のある者」は、「CPD単位」なし（０単位）で「実務経歴年数」と「実務実績」により申請することができます。
②「CPD単位」の緩和：「建築士免許取得後１５年以下の実務実績のある者で、表２の対象者」の必要「CPD単位」は、３年度目の平成20年度は「100単位」に緩和されます。（今年はラストチャンスです）
尚、当士会のCPD単位の算定期間は平成１５年２月１日より平成２０年３月３１日と致します。
[image: image1.jpg]



	７．登録更新制度


「専攻建築士制度」は５年毎の登録更新制度を設けています。更新の要件として「CPDの履修証明（２５０単位）」と専攻領域での実務経歴の確認が必要となります。　単位取得の考え方は「研修型CPD：３６＋実務型CPD：１４＝５０単位/年」を目安に、毎年バランスよく履修を行い、５年間で「研修型：１００～２００＋実務型：１５０～５０＝２５０」を履修登録して下さい。このCPD制度は他団体のそれとは異なり「実務実績＝仕事を継続していることが社会から信頼を得ている証拠、また仕事で工夫することが一番能力開発に役立つ」と考えCPDの中に加えています。CPDさえ毎年データ登録をすれば、更新の簡素化が図られます。

	８．社会への表示
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専攻建築士に認定･登録されると「登録証・カード･バッジ」の３点が

交付されます。認定登録された専攻建築士は、「CPD参加登録者」

と共に、建築士会に設ける「閲覧簿」で公開されます。閲覧簿は毎
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年更新され「CPD」のデータ登録状況も更新されるので、年に１度の

登録をお勧めします。また消費者の要請により、正当な理由がある

場合は、申請時の資料を開示する場合があります。その他、本人の

申請により、公共発注の経歴書の一部や転職の際のポートフォリオ

としても活用できる証明書等の発行も考えています。（有料）

	平成１９年度　群馬建築士会専攻建築士制度申請方法について


１．関係書類の配付・受付等　　　　 　　　　　　配布期間　：　通年　
①配付方法 　a.本会ホームページ（ http://homepage3.nifty.com/g-kenchiku/ ）よりダウンロード

        　　 b.郵送手数料（８０円切手４枚）と〒、住所、氏名を記入した角２の返信用封筒を同封し、　　　　　「専攻建築士審査申請関係書類送付希望」と明記の上、本会宛にご請求ください。

②受付場所  （社）群馬建築士会  　　 受付期間：平成２０年４月１日から６月末まで　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．申請に必要な書類

　　　　　（下記書類は持参又は託送便、簡易書留等にてお願い致します）

　　　①審査･登録申請書。（登録誓約書等を含む指定書式。提出された書類等は返却しません）

　　　②写真２枚（無帽、無背景、正面上３分身を写した証明写真で、最近３ヶ月以内に撮影されたもの、裏面に　氏名を記し、申請書所定欄に貼付）　※登録者カード作成の都合により、プリンター出力での写真は不可。

③審査･登録手数料受領書の写し若しくは当建築士会の領収書の写し。（申請書所定欄に貼付）

④建築士免許証の写し及び他建築関係資格免許証の写し。

⑤CPD単位取得証明書及びCPD手帳（経過措置として、実務のみで申請が可能な方は省略可）

３．手数料等        １６,８００円

　　　①審査手数料　　１０,５００円（うち消費税５００円）     登録手数料　　６,３００円（うち消費税３００円）

        　　　　 尚複数領域の専攻希望者は、一領域追加毎の審査手数料１０,５００円（税額込）を加算のこと。

　　　②払込又は振込先　　申請時に当建築士会へ直接現金持参　　又は
ぐんま信用金庫　問屋町支店　普通預金　００２５５２４　 社団法人 群馬建築士会

４．CPD制度参加登録

申請に際し、本会正会員であり、CPD制度に参加登録されていることが必要になります。正会員の方でCPD制度に未加入の場合は、CPD申請用紙（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞより）に参加初期費用（初期登録費・手帳代）・CPD年間データ管理費（計３,０００円）を加えて払い込み下さい。尚、以降毎年CPD参加料として、２,０００円が別途掛かります。また、当士会非会員の方は別途入会手続きをお願い致します。

	申請及びお問合せ


（社） 群馬建築士会　事務局　〒371-0846　群馬県前橋市元総社町２丁目５－３　群馬建設会館内

TEL 027(252)2434  FAX 027(252)2565   URL http://homepage3.nifty.com/g-kenchiku/
E-mail:LEE06153＠nifty.com

（社） 日本建築士会連合会　　〒108-0014 東京都港区芝５－２６－２０　建築会館５階

TEL 03(3456)2061  FAX 03(3456)2067   URL http://www.kenchikushikai.or.jp/
	（平成２０年度募集します！）専攻建築士制度申請案内

社団法人　群馬建築士会


専攻建築士は仕事の出来る専門家（プロフェッショナル）の証・まじめに努力する建築士の証はCPD制度　　　　　　これらの建築士を建築士会が社会・消費者へ明示することで誠実な建築士を応援する制度です！

建築士は、建築士業務の専門分化という時代に、自らの責任を果たす専門業務領域とその能力を消費者や社会に明示する責任があります。群馬建築士会では、日本建築士会連合会が提起した「CPD・専攻建築士制度」に基づき、群馬建築士会は平成１８年度より「専攻建築士制度」を開始致しました。今年平成２０年度は３年目です。
「専攻建築士」になろう！---

	専攻建築士制度


専攻建築士制度は｢消費者保護の視点に立ち、高度化し、かつ多様化する社会ニーズに応えるため、建築士の専門分化に対応した専攻領域及び専門分野を表示し、建築士の責任の明確化を図ることを目的とした建築士会の自主的な制度｣です。なお、制度の審査及び認定・登録については、日本建築士会連合会「専攻建築士制度」規則に基づき行われます。

	１．専攻領域と名称の表示


表１　　専攻建築士の名称・区分は下記８領域とし、実務実績により最大３領域まで取得することができます。
	名　称
	代表的な実務・業務と基礎要件

	１．まちづくり専攻建築士
	都市デザイン､都市計画､再開発プロジェクト等に係わる業務､企画調整等のコンサルタント業務。又は地域住民参加やNPO団体等による景観保存､まちおこし運動等に対する専門家としての幅広い支援活動。｢まちづくりにおけるハードとソフトの両面に係わる技術的素養を身につけた専門家｣として位置づける。

	２． 設　計

専攻建築士
	建築士免許を必要とする建築の設計及び工事監理等に係わる業務。一般に建築設計事務所､建設会社の設計部門等で｢建築設計者｣｢技術スタッフ｣等として従事している者を想定しているが､その他､官庁･地方自治体･公共団体や民間企業で､｢建築士｣として設計･工事監理等に従事している者も含む。(企画業務､FM､積算､CM等に係わる業務も実務経験年数に含むことができる)　　「APECアーキテクト」は申請に基づき認定される。

	３． 構 造

専攻建築士
	建築士免許を必要とする建築の構造設計及び工事監理等に係わる業務を行う１級建築士を対象とする。JSCAの建築構造士・APECエンジニア(構造)資格者は申請に基づき認定される。



	４．環境設備専攻建築士
	建築士免許を必要とする建築の設備設計及びその工事監理に係わる業務。｢１級建築士｣又は｢建築設備士｣資格を有する｢２級･木造建築士｣を対象とする。(実務経験年数５年は､いずれか早い資格取得から算定する)尚、この領域においては表３に示す、いずれかの限定表示をしなければならない。建築士免許を有するJABMEEシニアは､申請に基づき認定される。

	５． 生　産

専攻建築士
	建築施工関連分野の業務(現場の施工管理､積算､CM､建築リニューアル･維持管理等)に係わる業務。１級の｢施工管理技士｣資格を持つ建築士の実務経験年数は､いずれか早い資格取得から算定する。表３に示す業務に係わる者は､限定表示をしなければならない。建築士免許を持つ｢積算資格者｣で､日本積算協会の会員は､申請に基づき表３の｢積算｣※１に認定される。また表３のストック関連団体※２の資格を持つ建築士は､建築士会に入会することで､申請に基づき｢診断・改修｣に認定される。

	６． 棟　梁

専攻建築士
	日本の伝統様式と伝統的建築生産方式の担い手として､建築の設計･工事監理及び施工(大工技能)等の業務を一体的に行う｢建築士｣を対象とする。伝統的木造住宅､社寺建築､数奇屋等の設計と施工に係わる業務､又は日本の木造伝統技術の基礎となる規矩術や架構技術を修得し､その技術を現代建築に活かし､木造住宅をはじめ､学校や福祉施設等の設計･工事監理及び施工に係わる業務。日本伝統建築技術保存会の｢日本伝統技能者｣は申請に基づき認定される。

	７． 法　令

専攻建築士
	次の実績を持つ1級建築士。法令の策定､建築確認､住宅性能評価等に係わる業務。裁判所､行政機関､建築士会等に対する技術的･法的立場からの支援業務又は活動。｛裁判所支援:民事調停委員､民事鑑定委員､民事鑑定人。行政支援:建築工事紛争委員会委員､建築士審査会､建築審査会､建築士会の建物相談（法令に関する）等の実績｝｢建築基準適合判定資格者｣は申請に基づき認定される。

	８．教育研究専攻建築士
	教育機関(工業高校､高等専門学校､専門学校､大学等)において､建築に関する教育､訓練等の義務及び､研究･調査･開発機関(大学を含む)及び企業の研究開発部門等で､特定の専門分野の研究開発等の業務に従事している建築士。


※　１級･２級･木造建築士の区別は、既に建築士法の中で規定されているので｢専攻建築士｣の中で区別は致しません。
申請者②


免許取得後１５年以下の実務実績者で、表２の対象者


２年度目(H19年度申請者)CPD５０単位





申請者①


免許取得後１５年を越える実務実績者


CPD単位の免除





専攻建築士審査・登録　申請用紙の交付





平成２０年１月～６月





専攻建築士審査申請書の受付





審　査・認　定　書類審査





「審査評議会(群馬建築士会)」⇔｢認定評議会(日本建築士連合会)｣





研修型CPDのデータ登録





専攻建築士登録簿への登録及び登録証の交付





６月～９月





４月～６月





１０月








